行政裁量とその限界
Ｑいかなる場合に、裁量権の逸脱・濫用（行訴30）があるといえるか

Ａ行政法の一般原則である、信義則／権利濫用の禁止／比例原則／平等原則に反してはならない
Ａ①重要な事実の基礎を欠く場合（ex基礎とされた重要な事実の誤認）／②内容が社会通念に照らし著しく妥当性を欠く場合には逸脱・濫用があるといえる。内容が著しく妥当性を欠く場合とは、事実に対する評価が明らかに合理性を欠く場合や判断過程において考慮すべき事情を考慮しない場合をいう

　　①行政裁量は多様な行政活動を柔軟かつ円滑に遂行するために、行政機関の政治的／専門的／技術的知識を尊重し、立法者が法律によって与えたものであるから、逸脱濫用の有無は法の趣旨や目的を合理的に解釈して行われるものである

　　②行政裁量は、裁判所の判断よりも行政庁の判断を優先させるという立法者の意思のあらわれということもできるから、裁判所が行政庁の立場で判断をやり直して実際の結論との比較を行うことは許されないが、第三者の立場から行政庁の判断過程の合理性を審査することは可能である

行政法と信義則
Q従前の工場誘致計画が反対派首長の当選によって白紙となり、事業者の建築確認申請が拒否された場合、当該事業者は損害賠償を請求できるのか

※施策の変更は住民自治の原則から当然に認められるべきだが…

※施策自体は社会情勢の変化に伴って当然に変更される性質をもつものだが…
A行政主体が特定私人に対して施策に適合する特定内容の活動を促す個別的具体的な勧告勧誘を伴い、当該私人が相当期間の施策の継続を前提として資金や労力を投入して、施策変更によって社会観念上看過できない程度の損害が生じた場合は、損害補償など代替的措置のない施策変更もやむを得ないと認められる客観的事情がない限り、行政主体は不法行為責任を負う

　　①行政主体が単に施策を決定するに限らず、特定私人に施策に沿った特定内容の活動を個別的具体的に勧告勧誘し、それによってなされる当該私人の活動が相当期間の施策継続があって初めて資金や労力に見合う効果が得られる性質であった場合、当該私人は施策継続を期待して行動するのが通常である
　　②施策維持を内容とする契約が締結されなくとも、密接な交渉を持つに至った当事者間には信義衡平の原則が及び、、施策変更に関しては上記信頼に対する法的保護が与えられなければならない
租税法律主義と信義則

Q青色申告が違法でありながら税務署がこれを見逃して受理し、一定期間青色申告に基づいた収納をしておきながら、その後に青色申告としての効力を遡って否定して課税処分をなすことはできるのか

A納税者間の平等公平という要請を犠牲にしてもなお当該納税者の信頼を保護しなければ正義に反するといえるような特別な事情がなければ、信義則は適用されない
　　①信義則を適用すれば納税者間の不公平が生じ、租税関係において貫かれるべき租税法律主義の原則と矛盾する
A特別の事情を肯定するためには少なくとも、行政主体が信頼の対象となる公的見解を表示し、納税者が過失なく表示を信頼して行動し、経済的不利益を受けたことが必要
取消訴訟の排他的管轄と国賠訴訟

Ｑ行政行為の違法を理由とする国家賠償の請求には、行政行為の取消判決を得ておく必要があるか

※行政行為の瑕疵や違法性は原則として取消訴訟で争わねばならないが…
Ａない

　　①取消訴訟の排他的管轄は、多数の利害関係者を有する行政行為の効果を早期に安定させるために定められた立法政策であり、その反射的効果として行政行為が有効なものとして扱われるにすぎない

　　②国賠訴訟は、行政行為の有効無効を争うものではなく、行政行為の効果を否定するものではない

取消訴訟の排他的管轄と無効の瑕疵ある行政行為

Ｑ無効確認訴訟が提起できる無効の瑕疵ある行政行為とはいかなるものか
Ａ原則として瑕疵が重大である場合には可能であり、有効と信頼した第三者の保護が必要な場合には、処分要件の誤りについて行政行為時に何人にも外形上一見して明白であることも必要

　　①取消訴訟の排他的管轄は、多数の利害関係者を有する行政行為の効果を早期に安定させるために定められた立法政策である

　　②重大な違法がある場合には、国民の権利救済の要請を制限してまで行政効果の早期安定を図る必要はない
　　③有効と信頼した第三者が存在する場合には、信頼を保護する必要もある

理由付記
Q申請に対する拒否処分／不利益処分に付記された理由が、「○○法○○条に該当する」のみであった場合、当該処分は取消すことができる瑕疵を有しているか
A理由付記の程度は、いかなる事実関係に基づきいかなる法規を適用して処分されたかを、申請者が記載自体から了知しうるものでなければならず、これをみたさない処分は違法で取消しうべき瑕疵がある
①理由の付記の趣旨は、処分庁の慎重かつ合理的な判断を担保して恣意を抑制するとともに、処分理由を相手方に知らせて不服申立の便宜を与えるという点にある

Q審査庁の裁決により詳細な理由が付された場合は、違法性は治癒されるのか

A治癒されず、取消すことができる

　　①処分庁と異なる機関の行為によって理由不備の瑕疵が治癒されるとすると、処分そのものの慎重／合理性を担保することはできない
　　②相手方は審査手続で十分な不服理由を主張できていない
違法性の承継

Ｑ収用裁決の取消訴訟において、事業認定の違法を主張することはできるのか

※取消訴訟の排他的管轄は行政行為の適法性推定を意味しないが…
Ａ原則として違法性は承継しないが、先行行為の法的安定性の要請を犠牲にしてもなお、国民の実効的権利救済の要請が優先する特段の事情がある場合には、認められる

　　①行政過程が一連の行政行為によって構成される場合に法が先行行為に処分性を認めている趣旨は、原則として行政行為の効果を早期に安定させ、紛争があれば先行行為の段階で紛争を終了させるという点にある
　　②違法性の承継を認めると、後行行為の取消によって先行行為の効果は無に帰することとなり、先行行為の早期確定という趣旨が没却される

　　③先行行為が起業者に対する申請認容処分であると同時に利害関係者に重大な影響を与える二重効果的処分であるにもかかわらず、その不利益に対する手続的保障が不十分な場合など、先行行為に対して取消訴訟の提起を要求することが不合理といえる場合もある
職権取消しの制限

Q職権取消しは法律上の根拠がなくとも自由に行うことができるのか

A法律上の根拠がなくとも行うことはできるが、行政行為の内容や性質／違法性の程度／職権取消しの時期／代替措置や緩和措置の有無－などを総合考慮し、職権取消しを行うことで法律による行政の原理を貫き公益性を回復するという利益が、信頼した相手方や第三者が被る不利益を上回る場合に、職権取消しを行うことができる

　　①瑕疵ある行政行為がなされている以上、それを排除するのが法律による行政の原理の趣旨に合致する

　　②無制限に職権取消しを認めると、相手方や第三者の利益／法的安定性を害すことになる

A授益的行政行為（二重効果的処分を含む）の職権取消しは、相手方に不正行為があった場合や高度な公益上の必要性があるなど特段の事情がない限り、原則として取消すことはできない

A侵害的行政行為の職権取消しは、高度な公益上の必要性があるなど特段の事情のない限り、原則として取消すことができる
行政行為の撤回と法律の根拠

Q行政行為の撤回は法律上の根拠がなくとも自由に行うことができるのか

A侵害的行政行為撤回は自由できるが、授益的行政行為の撤回には法律上の根拠が必要であるが、明文の根拠規定がなくとも、行政行為の内容や性質／期間の付与の有無とその意味／撤回によって達成される利益と被る不利益／相手方の帰責性の有無／第三者保護の必要性－などを総合考慮して授益的行政行為の根拠規定自体が合理的な撤回を許容している場合には撤回が許される
　　①侵害的行政行為の撤回は相手方の利益にもなり、公益上の必要性もないのに不利益状態を維持すべきではない

　　②授益的行政行為の撤回は、付与された権利を剥奪するものであり、法律上の根拠は必要

A具体的には、許認可を付与した趣旨に抵触するような違法行為を行った場合／許認可の要件が事後的に消滅したような場合－には撤回が許される
Q地方自治体が公用に供する必要が生じたとして（地自法238の4Ⅳ）、期限の定めのない行政財産の使用権の許可を撤回した場合、相手方は損失補償を求めることはできるのか
A使用収益によって対価を償却し切れない期間内に消滅した場合／特約がある場合－など特段の事情のない限り、補償は要しない
　　①使用権は行政財産本来の用途や必要性が生じた時点で消滅する（撤回を不確定期限とする）権利であり、撤回による不利益は権利に内在するものにすぎない

国家賠償責任の根拠

Q公務員の不法行為の基づく国家賠償責任の性格はどのように解されるか

A公務員の故意過失による責任を前提に、その責任を国や公共団体が代位するものである（代位責任説）

　　①憲17条は個人主義的過失責任主義を前提とした上で、被害者救済の実効性という政策的理由による

国賠1条の要件――公権力の行使にあたる公務員

Q「公権力の行使に当る」（国賠1Ⅰ）とはどのような意味をもつか

A国／公共団体の作用のうち、純粋な私経済作用と国賠2条によるものを除くすべての作用を指す

　　①国賠法1条に免責規定はなく、民715条より被害者救済に厚いことから、民715条の特別規定である

国賠2条と過失
Q国賠2条は無過失責任か

A1条と異なり無過失責任である

　　①国民の利用のために施設を提供する以上、安全性を担保する高度の注意義務を負い、施設から生じる危険については負担しなければならない

国家賠償法と失火責任法
Q国賠法1条の賠償責任について失火責任法は適用されるのか

A適用され、公務員に重過失があることが必要

　　①失火責任法は民709条の特則であり、国賠法4条の「民法」に含まれると解される

　　②公務員の失火と一般私人の失火を区別する合理的理由はない

処分性

Ｑいかなる場合に「行政庁の処分その他公権力の行使」（行訴3Ⅱ）にあたるのか

Ａ法を根拠とする優越的地位に基づいて一方的に行う行為であって、直接に国民の権利義務を形成し範囲を確定する具体的な法的効果を有するものをいう

　　①取消訴訟は、違法な行政行為により権利利益を侵害された者を救済する制度である
Q行政計画に処分性はあるのか
A

原告適格

Ｑ「法律上の利益」（行訴9Ⅰ）とは何を指すのか

Ａ法律上保護された利益をいい、一般的公益に吸収解消されない個別的利益であることが必要である

　　①法的保護に値する利益と解釈すれば、取消訴訟が民事訴訟化し、行政の円滑な運営を阻害する

　　②取消訴訟は、不当な行政行為により権利利益を侵害された者を救済する制度である

　　③一般的公益として法律上保護された者を含めると取消訴訟が客観訴訟化する

Ａ保護されているか否かは、関連法令を含めた法律の趣旨や目的／利益の性質内容や被害の重大性を考慮して決する（行訴9Ⅱ）

狭義の訴えの利益
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